
事件・事故
の発生

①損害賠償請求書等の提出

②事故の調査や
損害内容の審査

公務執行中の場合 公務執行外の場合

合衆国当局 合衆国当局

④事故の原因等
について日米間
で協議

⑤’内容を審査

⑥賠償金額の
決定・通知
⑧支払

日米地位協定第１８条における損害賠償手続の流れ

④’送付

⑥’補償額の
決定・通知
⑧’支払

⑦’補償額の
同意

⑦賠償金額
の同意

○損害賠償請求に当たり必要な
書類の具体例
・医療証明書、診断書、診療報
酬明細書、給与額証明書、休業
証明書・代替車使用明細表

など

地方防衛局

防衛省

地方防衛局

③損害賠償請求書の送付
③’損害賠償請求書及び
公務外損害補償請求書の送付

⑤協議結果
の送付

防衛省

被害者 被害者

被害者

防衛省では日本国内で合衆国の軍隊又は構成員等による行為（交通事故、器物破損
等）により損害を受けられた方（被害者）に対して、地位協定に基づく損害賠償請求等
の業務を行っています。
なお、公務執行外における損害については、原則として、当事者間の示談や保険など
での解決を優先していただくこととなっています。


